別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：遺家族等援護費　　
	事業名: 中国残留邦人等生活相談事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　

　　　　　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 社会援護担当　電話番号：058-272-8264
　　　　　　　　　E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：4,385千円（前年度予算額：5,807千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　永住帰国した中国残留邦人等の高齢化を踏まえ、日本語の習得、地域社会への適応、２世・３世の就労支援等のきめ細やかな取り組みをすることにより、日本社会で安心して生活を営むことができるよう支援する。

　（１）支援・相談員の派遣

　（２）身元引受人の斡旋
　（３）スクーリング事業の実施
　（４）地域社会における生活支援（地域生活支援プログラム等の実施）
　　　　・日本語教室、交流事業に参加した際の交通費・教材費の支援

　　　　・資格取得のための教育訓練への受講料等の支援

　（５）支援・相談員研修会の開催

	２　所要経費


　（１）支援・相談員の派遣　　　　1,479千円

　（２）身元引受人の斡旋　　　　　　158千円
　（３）スクーリング事業の実施　　1,904千円

　（４）地域社会における生活支援　　560千円
　（５）支援・相談員研修会の開催　　284千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	5,807
	5,807
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	4,385
	4,385
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	4,385
	4,385
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	支援・相談員による各種相談及び通訳では、残留邦人等の健康状態の把握を合わせて行い、慣れない日本語での手続きが円滑に進むよう支援する。

残留邦人及びその家族（２世、３世等）の日本語学習（スクーリング）をきめ細かく支援して、日本語力の向上に努める。


（目標の達成度を示す指標と実績）

○指標を設定することができない場合の理由
	指標名
	H21年度
	H22年度
	H23年度
	
	
	

	支援・相談員への相談件数
	113件
	108件
	78件
	
	
	

	スクーリング実施時間
	326時間
	213時間
	270時間
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（1） 支援・相談員の派遣
県内に５人の支援・相談員を配置した。

（2） スクーリング事業の実施
スクーリングを希望する中国残留邦人に対して、日本語講師を派遣した。


（平成23年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

（１）支援・相談員の派遣

相談件数：78件

（２）スクーリング事業に実施

　　　４人の講師により１６人の中国残留邦人に対して２７０時間のスクーリングを実施した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	日本語学習に意欲のある残留邦人及びその家族が、より実践に即した形で日本語を学ぶことができるということで、スクーリング利用者が増加している。支援・相談員への相談件数も一定数ある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	目標値はないが、スクーリング利用者は、年間を通して、常に８人程度の需要がある。より多くの方が早期に日本語力を向上させ、より深く地域社会に溶け込めている。
支援・相談員は、中国残留邦人が支援給付を受けるための福祉事務所への手続きを補助する重要な役割を担っている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	相談業務、スクーリングを行うには、残留邦人との信頼関係が構築されていることが重要であるため、短期間で担当者を交代させないよう、支援・相談員、スクーリング講師の体制を維持している。


（今後の課題）

	支援・相談員が平成23年度は8人であったが平成24年度は5人なり減少した。今後も、減少していくようであれば、中国残留邦人の方が抱える苦労を理解しながら相談業務を実施できる人材の確保が必要。


（次年度の方向性）
	より多くの中国残留邦人が早期に日本語力を向上させることができるよう、スクーリング利用の増加を進める。


